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株式会社倉元製作所との資本業務提携 及び 

第三者割当による新株予約権の引受に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、株式会社倉元製作所（所在地：宮城県栗原市、以下「倉元製作

所」）が発行する第三者割当による新株予約権（以下「本新株予約権」）引受を決議いたしましたので、

下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 引受の概要 

(1). 引受新株予約権 倉元製作所 第 5回～第 8回新株予約権 

(2). 割当予定数 合計 10,370個（1個につき 100株） 

(3). 新株予約権発行時払込金額 合計 2,017,460円 

(4). 新株予約権行使時払込金額 合計 300,045,000円 

(5). 行使価額 225円～375円（段階的に設定） 

(6). 割当日 2025年４月 18日 

(7). 権利行使期間 2025年４月 21日から 2030年４月 22日まで 

 

２． 引受の理由 

当社は 2024 年 10 月より、倉元製作所が提供するオフィス向け DX ツール「Lark」の販売代理及

び、当社の AI-RPA「Robo Worker」の販売促進を目的とした業務提携契約を締結し、包括的な業務

提携関係を深めてまいりました。 

此度は両社の提携関係をさらに強化し、事業領域における協業の拡大を目的として、倉元製作所

との資本業務提携をすることとし、この一環として、倉元製作所が発行する新株予約権を引き受け

ることを決定いたしました。 

本資本業務提携により、両社の更なる企業価値向上を目指してまいります。 

 

３． 倉元製作所の概要 

(1). 名称 株式会社 倉元製作所 

(2). 所在地 宮城県栗原市若柳武鎗字花水前１－１ 

(3). 代表者の役職・氏名 代表取締役社長・渡邉 敏行 
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(4). 事業内容 ・ガラス基板加工/切断・面取（FPD用基板/切断・コーナーカッ

ト・面取り、カラーフィルタ基板/アフターカット） 

・ガラス基板加工/研磨（Siウェハ、FPD用基板、キズ除去・膜剥

離・ガラス基板の表面研磨、有機 EL用平滑 ITO膜研磨） 

・成膜加工/FPD用基板（ITO透明導電膜、有機 EL用平滑 ITO膜、

メタル膜） 

・高平坦サファイア基板（研磨、洗浄、検査、梱包）、SiCウェハ

再生加工（剥離再生） 

・半導体製造装置用部品の加工及び販売 

・DX Larkパートナー事業 

ほか 

(5). 設立年月日 1980年 8月 29日（創業 1975年 10月 13日） 

(6). 大株主及び持株比率 ニューセンチュリー有限

責任事業組合 

23.6% 

WANG CHI 14.4% 

那須マテリアル株式会社 6.6% 

渡邉 敏行 3.2% 

新村 健造 2.1% 

(7). 上場会社と当該会社

との間の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 同社の提供するオフィス向け DXツール

Larkの販売代理、及び当社の提供する

RPAツールの販売促進を目的とする業

務提携契約を締結しておりますが、取

引は発生しておりません。 

（注）大株主及び持株比率につきましては、2025 年３月 11 日時点の倉元製作所有価証券報告書を

基に記載しております。 

 

４． 日程 

(1). 取締役会決議日 2025年４月１日 

(2). 割当日 2025年４月 18日 

 

５． 今後の見通し 

 本件が当社の 2025 年９月期業績に与える影響は軽微であると考えておりますが、開示すべき事

項が発生した場合は速やかに開示いたします。 

 

以上 


